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◎ 常任会議員会議（１月）の審議状況について

1月15日に「愛知県白壁庁舎」において、農地法等に係る愛知県知事からの諮問に対

する答申を審議する常任会議員会議を開催しました。

1月の諮問は、農地法第4条に基づく転用事案29件(平成23年1月32件)、15,352㎡(同

12,142㎡)、同法5条に基づく転用事案288件(同260件)、239,516㎡(同190,521㎡)、

農業振興地域の整備に関する法律第15条の2に基づく諮問事案1件、面積4,600㎡につい

てそれぞれ審議し、いずれも原案どおりで差し支えない旨承認されました。

◎ 耕作放棄地全体調査要領の改正に関する説明会が開催されました

1月11日に「ウインクあいち」において、東海農政局より耕作放棄地全体調査要領の

改正について説明会が開催されました。

今回改正の要点は、耕作放棄地全体調査と農林業センサス及び耕地面積調査が国民

から見て分かり難いとの指摘を受けて、耕作放棄地全体調査における「耕作放棄地」

と農林業センサスにおける「耕作放棄地」との違いの明確化、耕作放棄地全体調査に

おける「新規発生等の面積」及び「解消実績面積」と耕地面積調査における「耕作放

棄によるかい廃面積」及び「開墾面積」との整合性を図るための改正であります。

主な改正点は、調査対象を荒廃農地とし、農林業センサスの耕作放棄地との違いを

明確にし、調査名を「荒廃農地の発生・解消状況に関する調査」に変更したこと、耕

地面積統計との整合性を図る観点から 「荒廃農地」の定義を明確化し、具体的な判断、

基準を設定したこと、荒廃状況の区分を簡素化したこと、耕作放棄地解消計画を廃止

する内容説明がありました。
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◎ 本年度第２回目農地制度実施円滑化事業による巡回支援を実施します

県農業会議は農地制度実施円滑化事業を活用して、各市町村農業委員会へ本年度第2

回目の巡回支援を実施します。実施期間は、2月上旬から3月中旬頃を予定しておりま

す。

検討項目等は、①第1回目の巡回支援結果について、②荒廃農地の発生・解消状況に

関する調査への対応等について、③遊休農地面積報告書への対応等について、④不作

付地の活用推進についての一部改正について、⑤賃借料情報の提供活動について、⑥

農地法第3条の標準処理期間の取扱いについて、⑦農業生産法人の事業等の報告に係る

指導について、⑧「人・農地プラン」の作成に向けた農業委員会の取組状況等につい

て、⑨農業者年金の加入推進について、⑩全国農業新聞・全国農業図書の普及推進に

ついてなどを予定しています。

今後、県内の各農業委員会において、随時、日程調整の上、巡回支援を実施してい

きますので、ご支援、ご協力をお願い申し上げます。

◎ 納税猶予に関する打合せ会が開催されました

1月29日に名古屋市中区の「名古屋国税総合庁舎会議室」において、名古屋国税局主

催による納税猶予に関する打合せ会が開催されました。

名古屋国税局の野口資産税課長はあいさつの中で、本納税猶予制度は、農業者のみ

に適用される特例であるため、一般の納税者の意識も高くなる中、適正な運用が求め

られている。特に、農業委員会おいては、適格者証明や利用状況の確認の際には農地

の状況について現地確認等で確認いただくと共に、転用や権利の移動等が発生した場

合には税務署への通知義務等法令及び合意事項に基づき適切な実施をお願いしたい。

また、管内では今後数年間は毎年1,500件を越える免除対象件数が続き現場の負担が

増加する一方で、相続税の基礎控除の引き下げが行われた場合、相続税の納税対象者

が増加することが予想される状況であり、制度に対する理解を深めていただくため、

農業委員会関係者の研修会等にも講師として積極的に出向くので、お声を掛けていた

だきたいと述べられました。

打合せ事項として、①納税猶予制度の概要、②納税猶予の現状、③納税猶予事案に

係る不適切事例、④合意事項の確認、⑤国税局に対する要望等について、名古屋国税

局資産税課の職員から説明がありました。

相続税納税猶予制度は、名古屋管内で約20千件余(全国の約24％)が管理され、猶予

。 、 。税額も4,454億円に上っている 1件当たりの猶予税額は 約2,200万円となっています
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◎ 平成２４年度農林水産関係補正予算の概要

「平成２４年度農林水産関係補正予算の概要」について、参考資料１として4頁から

8頁に掲載しております。参考にしてください。

◎ 農業者年金の加入推進をお願いします

農業者の老後生活の安定のため、農業者年金の加入推進活動をお願いします。農業

者年金の概要について説明した「担い手積立年金」の資料を参考資料２として、9頁か

ら10頁に掲載しております。ご活用ください。

◎ 今後の主な行事予定

２月４～５日 稲作経営者会議第３回青年部研究会（安城市、西尾市）

２月 ５日 都道府県農業会議事務局長会議（東京都）

２月７～８日 第４２回全国農業経営者研究大会（東京都）

（ ）２月１３日 都道府県農業会議会長会議・21全国農政推進同志会通常総会 東京都

２月１５日 常任会議員会議（白壁庁舎）

２月２７日 企業の農業参入に関する研修会（アイリス愛知）

３月 ５日 稲作経営者会議平成２４年度経営対策研修会（アイリス愛知）

３月 ８日 女性農業委員活動推進シンポジウム（東京都）

３月１５日 農業会議支部長会議（白壁庁舎）

３月１５日 常任会議員会議（白壁庁舎）

３月２６日 愛知県農業会議第２回総会（水産会館）
















